
第65号議案 

 

豊後大野市オンブズマン条例の制定について 

 

 

 豊後大野市オンブズマン条例を別紙のように定める。 

 

 

平成27年6月12日 提出 

豊後大野市長 橋 本 祐 輔 

 

 

  提案理由 

 豊後大野市まちづくり基本条例（平成24年豊後大野市条例第7号）第26条第4項の規

定に基づき、オンブズマンを設置したいので、この案を提出するものである。 

  



豊後大野市オンブズマン条例 

（設置） 

第１条 市民の市政に関する苦情を公正かつ中立な立場から速やかに処理し、及び市政の

改善に関する勧告・意見の表明等を行うことにより、市民の権利及び利益を擁護すると

ともに、市政に対する市民の理解と信頼を高め、もって開かれた市政の推進に資するた

め、豊後大野市まちづくり基本条例（平成24年豊後大野市条例第7号）第26条第4項

の規定に基づき、豊後大野市オンブズマン（以下「オンブズマン」という。）を設置す

る。 

（定義） 

第２条 この条例において「市の機関」とは、市長（水道事業管理者の権限を行う市長を

含む。）、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産

評価審査委員会、病院事業管理者及び消防長をいう。 

（管轄） 

第３条 オンブズマンの管轄は、市の機関の業務の執行に関する事項及び当該業務に関す

る職員の行為（以下「市の業務」という。）とする。ただし、次に掲げる事項について

は、除くものとする。 

(1) 判決、裁決等を求め現に係争中の事項及び判決、裁決等により確定した事項 

(2) 請求等に基づき、現に監査を実施している事項及び監査を完了した事項 
(3) 議会に関する事項 

(4) 職員の自己の勤務内容及び待遇に関する事項 

(5) オンブズマンの職務に関する事項 

（職務） 

第４条 オンブズマンは、次に掲げる職務を行う。 

(1) 市政に関する苦情を調査すること。 

(2) 前号の苦情に係る調査に基づき見解を示し、必要と認めるときは、市の業務に関し、

是正等の措置を講ずるよう勧告し、又は制度の改善を求める意見を表明すること。 

(3) 前号に規定する勧告及び意見表明の内容を公表すること。 

２ オンブズマンは、常に市政を監視し、自己の発意に基づき、市の業務に関し事案を取

り上げ、これを調査することができる。この場合においては、前項第2号及び第3号の

規定を準用する。 

（オンブズマンの責務） 

第５条 オンブズマンは、市民の権利及び利益の擁護者として職務を行わなければならな

い。 

２ オンブズマンは、中立的な立場で公平かつ適切に職務を遂行しなければならない。 

３ オンブズマンは、迅速に職務を遂行しなければならない。 

４ オンブズマンは、市の機関と連携を図り、職務の円滑な遂行に努めなければならない。 

５ オンブズマンは、市政に関して、広く情報収集に努めなければならない。 

６ オンブズマンは、その地位を政党又は政治的目的のために利用してはならない。 



（市の機関の責務） 

第６条 市の機関は、オンブズマンの職務の遂行に関し、その独立性を尊重しなければな

らない。 

２ 市の機関は、オンブズマンの職務の遂行に関し、積極的な協力援助に努めなければな

らない。 

（市民等の責務） 

第７条 市民その他この制度を利用するものは、第1条に規定するオンブズマンの設置の

目的を達成するため、この制度が適正かつ円滑に運営されるよう協力することに努める

ものとする。 

（組織等） 

第８条 オンブズマンの定数は2人とし、そのうち1人を代表オンブズマンとする。 

２ オンブズマンは、人格が高潔で社会的信望が厚く、行政に関し優れた識見を有する者

のうちから、市長が議会の同意を得て委嘱する。 

３ オンブズマンの任期は、3年とする。ただし、1回に限り再任されることができる。 

（秘密を守る義務） 

第９条 オンブズマンは、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、同様とする。 

（解嘱） 

第１０条 市長は、オンブズマンが心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認める場合、

職務上の義務違反その他オンブズマンたるにふさわしくない非行があると認める場合

又は次条各項の規定に反する場合は、議会の同意を得て解嘱することができる。 

（兼職等の禁止） 

第１１条 オンブズマンは、衆議院議員若しくは参議院議員、地方公共団体の議会の議員

若しくは長又は政党その他の政治団体の役員と兼ねてはならない。 

２ オンブズマンは、本市と特別な利害関係のある企業その他の団体の役員と兼ねてはな

らない。 

（合議） 

第１２条 次に掲げる事項の決定は、オンブズマンの合議によるものとする。 

(1) 市の機関に対して行う勧告及び意見表明に関すること。 

(2) オンブズマンの職務執行の一般方針に関すること。 

(3) オンブズマンの活動状況の報告に関すること。 

(4) 前3号に掲げるもののほか、オンブズマンが必要と認める事項 

（苦情の申立て） 

第１３条 何人も、オンブズマンに対し、市の業務について、苦情を申し立てることがで

きる。 

（苦情の申立手続） 

第１４条 苦情を申し立てようとするものは、書面により行わなければならない。ただし、



書面によることができない正当な事由がある場合は、口頭による申立てができるものと

する。 

２ 前項の書面に記載する事項（前項ただし書に規定する場合にあっては、口頭で申し立

てる事項）は、次に掲げる事項とする。 

(1) 苦情を申し立てようとするものの氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、名

称、事務所又は事業所の所在地及び代表者の氏名） 

(2) 苦情の申立ての趣旨及び理由並びに当該申立てに係る事実のあった年月日 

(3) 行政不服審査法（昭和37年法律第160号）に基づく不服申立てその他他の制度に

よる手続の有無 

３ 苦情の申立ては、代理人によってすることができる。 

（調査対象外事項） 

第１５条 オンブズマンは、苦情の申立てが次の各号のいずれかに該当すると認める場合

は、当該苦情を調査しないものとする。 

(1) 苦情の申立てに係る事項が、第3条各号のいずれかに該当するとき。 

(2) 苦情の申立てに係る事実について、当該申立てを行ったものが自身の利害を有しな

いとき。 

(3) 苦情の申立てに係る事実のあった日又は終わった日から1年以上経過しているとき。

ただし、規則で定める事由に該当するとき又はオンブズマンが正当な理由があると認

めるときは、この限りでない。 

(4) 虚偽その他正当な理由がないと認められるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、調査が相当でないと認められるとき。 

（調査の開始・不開始に係る通知） 

第１６条 オンブズマンは、苦情の申立てに係る調査を開始するときは、苦情を申し立て

たもの（以下「苦情申立人」という。）に対し、その旨を速やかに通知しなければなら

ない。 

２ オンブズマンは、前条の規定により苦情を調査しないときは、苦情申立人に対し、理

由を付してその旨を速やかに通知しなければならない。 

３ オンブズマンは、申立てに係る苦情又は自己の発意に基づき取り上げた事案（以下「苦

情等」という。）の調査を開始するときは、関係する市の機関（以下「調査対象機関」

という。）に対し、その旨を速やかに通知しなければならない。 

（調査の中止） 

第１７条 オンブズマンは、苦情等の調査を開始した後においても、必要がないと認める

ときは、調査を中止することができる。 

２ オンブズマンは、前項の規定により苦情等の調査を中止したときは、次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に掲げるものに対し、理由を付してその旨を速やかに通知しな

ければならない。 

(1) 苦情の申立てに係る調査 苦情申立人及び調査対象機関 

(2) オンブズマンの発意に基づく調査 調査対象機関 



（調査方法） 

第１８条 オンブズマンは、苦情等の調査のため必要があると認めるときは、調査対象機

関に対し説明を求め、その保有する帳簿、書類その他記録の閲覧若しくは提出を求め、

又は実地調査をすることができる。 

２ オンブズマンは、苦情等の調査のため必要があると認めるときは、関係人又は関係機

関（調査対象機関を除く。）に対し、同意を得て事情を聴取し、又は書類提出若しくは

実地調査の協力を求めることができる。 

３ オンブズマンは、専門的な事項について、必要があると認めるときは、専門的機関に

対し調査、鑑定、分析等の依頼をすることができる。 

４ オンブズマンは、規則で定める標準処理期間内に調査を終えるよう努めるものとする。 

（外郭団体等の調査の協力） 

第１９条 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第140条の7第1項に規定する法 

人又は本市が設立時から財政的支援又は人的支援を行いその運営に関与し、本市と密接

な関係を有する法人であって規則で定める団体は、当該団体が受ける市の補助金の執行

に係る苦情等の調査について協力するよう努めるものとする。 

２ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第3項に規定する指定管理者は、 

その管理する公の施設の管理業務に関する苦情等の調査について協力するよう努める

ものとする。 

（調査結果の通知） 

第２０条 オンブズマンは、苦情等の調査を完了したときは、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に掲げるものに対し、速やかに調査の結果に自らの見解を添えて通知しな

ければならない。 

(1) 苦情の申立てに係る調査 苦情申立人及び調査対象機関 

(2) オンブズマンの発意に基づく調査 調査対象機関 

（勧告又は意見表明の通知） 

第２１条 オンブズマンは、苦情の申立てに係る調査の結果、調査対象機関に対し第4条

に規定する勧告又は意見表明をしたときは、苦情申立人に対し、その旨を速やかに通知

しなければならない。 

（勧告又は意見表明の尊重） 

第２２条 第4条に規定する勧告又は意見表明を受けた市の機関は、当該勧告又は意見表

明を尊重しなければならない。 

（措置の状況の報告） 

第２３条 オンブズマンは、第4条に規定する勧告又は意見表明をしたときは、当該勧告

又は意見表明を受けた市の機関に対し、是正等の措置又は制度の改善の状況について報

告を求めるものとする。 

２ 前項の規定により報告を求められた市の機関は、当該報告を求められた日の翌日から

起算して 60 日以内にオンブズマンに対し、是正等の措置又は制度の改善の状況につい

て報告するものとする。ただし、是正等の措置を講ずること又は制度の改善を行うこと



ができない特別な理由があるときは、その理由を報告しなければならない。 

３ オンブズマンは、申立てに係る苦情について、前項の規定による報告があったときは、

苦情申立人に対し、その旨を速やかに通知しなければならない。 

（勧告等の公表） 

第２４条 オンブズマンは、第4条に規定する勧告及び意見表明並びに前条第2項の規定

による報告の内容を規則で定めるところにより公表するものとする。 

２ オンブズマンは、前項の規定による公表をするに当たっては、豊後大野市情報公開条

例（平成 17 年豊後大野市条例第 13 号）及び豊後大野市個人情報保護条例（平成 17 年

豊後大野市条例第 14 号）の趣旨に基づき、個人情報等の保護について最大限の配慮を

しなければならない。 

（活動状況の報告等） 

第２５条 オンブズマンは、毎年度、規則で定めるところにより、活動状況について市長

に報告するとともに、これを公表する。 

（事務局） 

第２６条 オンブズマンに関する事務を処理するため、事務局を置く。 

（オンブズマン事務局嘱託員） 

第２７条 オンブズマンの職務の遂行を補佐するため、オンブズマン事務局嘱託員（以下

「嘱託員」という。）を置く。 

２ 嘱託員は、市長が委嘱する。 
３ 第9条の規定は、嘱託員について準用する。 

（委任） 

第２８条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成27年10月1日から施行する。ただし、附則第3項の規定は、公布

の日から施行する。 

（豊後大野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

２ 豊後大野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成17

年豊後大野市条例第50号）の一部を次のように改正する。 

別表コミュニティバス運営協議会委員の項の次に次のように加える。 

オンブズマン 日額 30,000円

オンブズマン事務局嘱託員 月額 160,000円

 （準備行為） 

３ オンブズマン及び嘱託員の委嘱に関し必要な準備行為は、この条例の施行前において

も行うことができる。 


